
 

退職金共済掛金助成事業実施要領 
 （趣  旨） 

第１条 一般財団法人長野県林業労働財団（以下「財団」という。）業務細則（以下「細則」という。）に

基づいて行なう助成事業は、別に定めることのほか、この要領により実施する。 

 

 （事業の内容） 

第２条 退職金共済掛金助成事業の内容は次のとおりとする。 

区  分 事業実施主体 助成対象経費 助成事業の対象となる者 助成基準等 

退職金共済制度

の掛金の助成 

退職金共済制

度に加入した

林業事業体 

林業事業体が林

業技能職員を対

象に加入した退

職金共済制度の

掛金 

次のすべての条件を満たす者 

① 長野県内に居住する林業技能

職員であること 

② 林業事業体と雇用契約を締結

していること 

③ ５月１日～12 月 31 日までに

140日以上就労すること 

④ 事業実施年度 4月 1日現在 65

歳以下であること 

別紙１ 

のとおり 

２ 就労日数の140日以上については、新規就業者の試用期間も含めることとする。 

   

（助成対象期間） 

第３条 助成の対象期間は、５月1日から12月31日とする。 

 

 （事業の実施） 

第４条 財団理事長（以下「理事長」という。）は、様式第１号により事業体へ事業の実施を通知する。 

 

 （計画承認申請） 

第５条 事業を実施しようとする事業体は、計画承認申請書（様式第２号）を提出するものとする。 

 

 （計画承認） 

第６条 理事長は、第５条による計画承認申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類等の審査を 

行い、計画が適正であると認めたときは、計画の承認（様式第３号）を行う。 

２ 理事長は、第１項の計画承認をする場合、助成金の目的達成のために必要があるときは、条件を付す

ることができる。 

 

 （助成金交付申請） 

第７条 事業体は、事業が完了した場合、速やかに助成金交付申請書（様式第４号）を提出するものとす

る。 

 

（助成金の交付決定及び額の確定） 

第８条 理事長は、助成金交付申請書の内容を審査し、予算の範囲内において助成金の交付決定と額の確

定（様式第５号）を行うものとする。 

 

 （助成金交付請求書） 

第９条 事業体は、理事長から助成金の交付決定及び額の確定の通知があった場合、速やかに助成金交付

請求書（様式第６号）を提出するものとする。 

 

（提出期限） 

第10条 事業体が財団に提出する様式の提出期限は、前条までによる通知文によるものとする。 

 

 

 



（添付書類） 

第11条 事業体が財団に提出する申請書等の添付書類は、別表１に掲げるものとする。 

 

 （助成対象経費の控除） 

第12条 当該事業の助成対象経費について、他の団体（国等）から助成等を受けた場合は、速やかに財 

団へ報告するものとする。 

２ その場合、他の団体（国等）の助成額を控除した額に対し、助成基準内で助成するものとする。 

 

 （証拠書類の保存） 

第 13条 事業体は、助成事業に関する証拠書類等を実施した翌年度から起算して５年間保存しなければ

ならない。 

 

 （委  任） 

第14条 この実施要領に定めるもののほか、必要な事項は理事長が定める。 

   

附 則 

１ この実施要領は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この実施要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

（別表１）申請等の添付書類 

助 成 区 
分 

計画承認申請書 助成金交付申請書 

退職金共済
制度掛金の
助成 

【林退共】 

・県内居住地および雇用証明書(別記1) ※ 

・退職金共済掛金明細（林退共）（付表１） 

・林退共手帳の写し（注３） 

 

【林退共】 

・出勤日数確認表（別記２）※ 

・林業退職金共済証紙貼付確認表(別記３) ※ 

・退職金共済掛金明細（林退共）（付表１） 

・林退共手帳の写し（注４・５） 

・雇用契約書の写し 

 

【中退共・特退共】 

・県内居住地および雇用証明書(別記1) ※ 

・退職金共済掛金明細（中退共・特退共） 

（付表２） 

・退職金共済手帳の写し 

【中退共・特退共】 

・出勤日数確認表（別記２）※ 

・退職金共済掛金明細（中退共・特退共） 

（付表２） 

・助成対象期間内の支払が確認できる書類の

写し（掛金等の振替結果のお知らせ、金融

機関の当座勘定照合表、通帳、領収書等） 

・雇用契約書の写し 

 

 

注１ 重複する関係書類は１通による。 

注２ 「※」の付してある書類は、会社印の押印が必要。 

 

注３ 林退共の手帳は、事業対象の初日分（5/1 以降最初）若しくは４月の最終日分として貼付した証紙に

その日付を記入した項と10日分証紙の項と手帳の表紙の写し。 

 

注４ 林退共の手帳は、事業対象の最終日分（12/31以前）として貼付した証紙にその日付を記入した項と

10日分証紙の貼付の項（貼付のない場合は不要）と手帳の表紙の写し。 

林退共の手帳を更新した場合は、更新前の手帳の最終日分として貼付した証紙にその日付を記入した

項と表紙の写しを添付。 

注５ 10日分証紙を使用した場合、その証紙の事業対象として適用した期間の初日と最終日の日付を記入。 



（別紙１） 

退職金共済制度掛金の助成基準 
 

（１） 林業退職金共済事業本部が行う林業退職金共済（以下「林退共」という。） 

（２） 中小企業退職金共済事業団が行う中小企業退職金共済（以下「中退共」という。） 

（３） 所得税法施行令第73条に規定する特定退職金共済団体が行う退職金共済（以下「特退共」という。） 

（４） 退職金共済制度の掛金に要した経費の1/3以内の額を助成する。 

 

制度区分 助成基準 備考 

林退共 

退職金共済制度に加入した経費は、助成対象

期間内の就労日数に応じて共済手帳に貼付し

た共済証紙の合計金額とする。 

但し、助成対象事業費の上限は75,200円／人

（税抜）とする。 

新規の林業技能職員の助成対象事業費は、国

からの掛け金免除（62日分）を除いた、実貼

付（78日以上）した共済証紙の合計金額とす

る。 

中退共 

掛金額が月額8,000円／人（税抜）以上の林

業技能職員とする。 

但し、助成対象事業費の上限は75,200円／人

（税抜）とする。 

12 月末日までに支払いが完了したものとす

る。掛け金月額が免除されている契約者につ

いては、助成額を差し引いた金額とする。 

特退共 中退共に準ずる。  

 


